授業料減免制度について
· 減免の要件

	授業料が減免される場合
	必 要 書 類

	１　生活保護法による要保護者であるとき
	所轄福祉事務所の証明書

	２　保護者の地方税法における市町村民税が非課税であるとき
	市町村民税の課税証明書

	３　保護者の死亡・障害又は傷病等により著しく生活が困難であるとき
	医師の診断書、障害者手帳等
市町村民税の課税証明書

	４　災害・生業不振・倒産・失業その他これに類する理由により著しく生活が困難であるとき
	災害：市町村長の証明書等
市町村民税の課税証明書

	５　母子家庭で著しく生活が困難であるとき
	所轄福祉事務所の証明書
市町村民税の課税証明書

	６　１～５までに該当しないがこれに類する理由により著しく生活が困難であるとき

(1) 生徒が中国帰国者の子弟の場合

(2) 生徒が両親以外の者に扶養されている場合

(3) 生徒が児童福祉施設に入所している場合
	(1) 引揚証明書等

(2) 民生委員の証明書等

(3) 在園証明書


· 第３号から第５号における「著しく生活が困難」とは以下の場合をいいます。
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また、前年の所得にかかわらず、年度中途の家計の急変（失業、離婚等）についても授業料の減免の対象となることがありますので、事務室にご相談ください。
　なお、ＰＴＡ会費等学校徴収金の免除はありませんので、全額お支払いとなります。

　１　前年度の所得に係る市町村民税の所得割の税額が３７，４００円以下の場合


　２　同一生計に属する者が、市町村からの就学援助を受けている場合


　３　国民年金の保険料の納付を免除されている場合


　４　世帯更正資金を借り受けている場合


　５　市町村民税の減免を受けている場合








